
【熊本県】令和8年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画　掲載事業一覧

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏

まえた各省庁の通知の発出状況に

定義されている対象分野)

2

地方公共団体発注の公共調達に

おける価格転嫁の促進（公共調

達）

①物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治体の公共調達において労務費を含

めた価格転嫁を促進する。

②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分（当該価格転嫁分が実質的な賃上げにつながるも

のとして確認できるような書類の提出を求める）

③価格転嫁に相当する金額　11,770千円

　役務（変更契約）2件

④物価高騰の影響を受ける中小企業

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.4 R9.3 85,997

・労務単価の増に伴う変更契約（２

件）を行うことにより、当該業務に従

事する約１０名の賃金上昇を図る。

ホームページ等 公共調達

3 組織化指導費補助

①中小企業の組織化並びに中小企業協同組合の組織、事業及び経営の指導の経費について熊本県中小企

業団体中央会へ対する補助。物価高及び人手不足等の影響を受けている組合への支援を強化する。

②経営指導員の設置に要する人件費への補助

③経営指導員、職員の人件費や事業費

（内訳）

【経営指導員、職員（18人）】130,448千円

・人件費：111,592千円（うち、78,814千円に交付金を充当）

・事業費：18,856千円

④県中小企業団体中央会

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.4 R8.12 130,448

事業協同組合等（493組合（H26経済

センサスデータより））の支援体制の

構築。それに伴う中小企業の組織、事

業及び経営の指導等への対応を支援す

る。

ホームページ等
中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備

4
商工会商工会議所・商工会連合

会補助

①　経営改善普及事業に取組む県内商工会、商工会議所及び商工会連合会に対する補助。物価高及び人

手不足等の影響を受けている県内小規模事業者等への支援を強化する。

②　経営指導員、経営支援員及び特任経緯指導員の設置に要する人件費等への補助

③　経営指導員、経営支援員及び特任経営指導員の人件費や事務費、事業費

（内訳）

【経営指導員、経営支援員（393人）】2,365,068千円

・人件費：2,246,939千円（うち、1,583,900千円に交付金を充当）

・事務費：42,456千円

・事業費：75,673千円

【特任経営指導員（13人）】96,097千円

・人件費：82,281千円

・事務費：12,704千円

・事業費：1,112千円

④　県内の商工会、商工会議所及び商工会連合会

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.4 R8.12 2,461,165

県内小規模事業者（51,852事業者

（H26経済センサスデータより））の

支援体制の構築。それに伴う中小企業

の経営改善、物価高騰、原材料高、賃

上げへの対応や事業承継等への対応を

支援する。

ホームページ等
中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備

5 国際コンテナ利用拡大助成事業

①物価高騰の影響を受けている荷主企業に助成を行うことで、県内港の利用促進を通じた

輸送コスト（陸・海送費）の軽減による企業経営の下支えを図り、物価高騰の影響緩和に

つなげる

②熊本・八代港ポートセールス協議会を通し、当該港を利用する荷主企業へ助成を実施

③国際コンテナ利用拡大助成事業補助金138,040千円

　【新規】 1,260TEU　×　１万円　＝ 　12,600千円

　【継続】25,088TEU　×　５千円　＝　125,440千円

④荷主企業等

⑩地域公共交通・

物流や地域観光業

等に対する支援

R8.4 R9.3 138,040
コンテナ貨物取扱量 42,400ＴＥＵ

（R8年）
ホームページ

運輸交通・物流・観光事

業者

6
さかなを守り育む豊かな海づく

り事業

①物価高騰の影響を受ける漁業者の経済的負担の軽減するため、支援を行い水産資源や漁獲量の増加と

漁家所得の向上を図る。

②放流に係る経費の補助（トラック代、傭船料等）

   95,496千円（うち47,748千円に交付金充当）

③資材費、輸送費、傭船料等　95,496千円×1×1/2＝47,748千円

　１）協議会活動費　　　　　   　計295千円

　　　うち賃金　　　　　　　　　　  　 163千円

　　　うち事務費等　　　　　　　　 　132千円

　２）種苗購入・放流経費等　計47,453千円

　　　うちマダイ分　　　　　 　　　16,537千円

　　　うちヒラメ分　　　　　　　　　17,841千円

　　　うちイサキ分　　　　　　　　　3,315千円

　　　うちカサゴ分　　　　　　　　　3,091千円

　　　うちガザミ分　　　　　　　　　2,349千円

　　　うちクルマエビ分　　　　　　 4,320千円

④熊本県栽培漁業地域展開協議会

⑧農林水産業にお

ける物価高騰対策

支援

R8.4 R9.3 95,496

漁家経営安定に繋げるための種苗放流

を実施

マダイ972千尾、ヒラメ587千尾、イ

サキ266千尾、カサゴ108千尾、ガザ

ミ505千尾

ホームページ等 農林水産・食品分野

7

中小企業金融総合支援事業

（生産性向上等緊急支援資金の

保証料補助金）

①物価高や人手不足等の経営課題に取り組む事業者への制度融資による資金繰り支援。賃

上げ、生産性向上、コスト削減等に取り組む事業者を支援するため、既存資金の融資枠を

追加するとともに、信用保証料を補助し、事業者の負担を軽減する。

②熊本県信用保証協会に対する保証料補助金

③全体事業費　570,400千円

【補助対象経費】

（１）補助金　170,400千円

　融資期間10年における各年度の平均融資残高×県補助率0.71%＝170,400千円

【補助対象外経費】

（２）貸付預託金　400,000千円

　新規融資枠40億円×協調倍率1/10＝400,000千円

④熊本県信用保証協会

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.7 R9.3 570,400

増加する人件費を生産性向上等により

対応する事業者への融資額

・融資額：40億円

ホームページ
中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備

8

中小企業金融総合支援事業

（経営者保証非提供制度緊急保

証料補助金）

①物価高や賃金引上げ等の厳しい経営環境の変化のなか、県内の起業・創業の追い風を逃

さない、また、新事業展開や事業承継を促進し、将来の県経済を支える意欲的かつ優良な

事業者の創出を促進するため、経営者保証を不要とする保証制度の上乗せ保証料の一部を

県が補助し、事業者の負担を軽減する。

②熊本県信用保証協会に対する保証料補助金

③全体事業費　29,355千円

 4資金の融資期間（7年又は10年）における各年度の平均融資残高×県補助率（0.10％、

0.125％、0.225％）＝29,355千円

※4資金：創業者支援資金、新事業展開支援資金、事業承継者おうえん資金、小規模事業

者おうえん資金

④熊本県信用保証協会

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.7 R9.3 29,335
経営者保証を不要とする融資額

・融資額：51.5億円
ホームページ

中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備

※この事業一覧は計画段階（令和8年9月15日時点）のものです。

　また、事業の実施状況によっては最終的に交付金を充当しない場合があります。



Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏

まえた各省庁の通知の発出状況に

定義されている対象分野)

9
くまもと型小規模事業者持続化

緊急支援補助金

①物価高や賃金引上げ等事業者を取り巻く環境が変化する中、持続的な成長・発展を目指し、賃上げ原

資の確保をはじめ経営課題の解決に前向きに取り組む小規模事業者に対し、生産性向上やコスト削減等

の取組みに要する経費を補助することで、小規模事業者の稼ぐ力の強化と賃上げの好循環の実現を図

る。

②県内小規模事業者に対する補助金（間接補助）

③全体事業費 5,600,000千円（事業実施主体への補助金）

　(1)事業費　5,420,000千円

　　　　※第3回計画からの追加措置約11,000件分

　　従業員区分0人：約5,100件×補助上限20万円＝102,000千円

　　従業員区分1～4人：約4,200件×補助上限50万円＝210,000千円

　　従業員区分5～9人：約1,100件×補助上限100万円＝110,000千円

　　従業員区分10～20人：約600件×補助上限200万円＝120,000千円

　(2)事務費　　180,000千円

④熊本県中小企業団体中央会（事業実施主体：県内小規模事業者）

⑥中小企業・小規

模事業者の賃上げ

環境整備

R8.4 R9.3 5,589,100

生産性の向上等に取り組み、従業員の

賃上げを実施した小規模事業者数

・補助件数：15,000件

ホームページ
中小企業・小規模事業者

の賃上げ環境整備

10
交通系決済サービス利便向上促

進事業

①燃料価格高騰により厳しい経営状況におかれているバス事業者等に対する支援を行い、また、利便性

向上に資するタッチ決済を活用した共通定期券を導入することで、共通定期券利用者の増加による自家

用車から公共交通への転換を図り、、公共交通網の維持・拡充や交通渋滞の解消につなげる。

②タッチ決済を活用した共通定期券の導入に必要な新システムの開発に要する費用に対する一部補助

③130,300千円（うち10,900千円（県負担分（1/12））に交付金を充当）

　国2/3、県1/12、熊本市1/12、交通事業者1/6

④県内バス事業者（5社）

⑩地域公共交通・

物流や地域観光業

等に対する支援

R8.8 R9.3 10,900

・公共交通機関の利用者の増加

・自家用車から公共交通の転換の促進

・交通渋滞の解消

・公共交通網の維持・拡充

ホームページ等
運輸交通・物流・観光事

業者

12
エネルギー価格高騰対策生活者

緊急支援事業

①物価高騰の影響を受けるＬＰガス使用世帯の支援等を実施する県LPガス協会の取組みを

支援する。

②③

・県ＬＰガス協会への補助　555,630千円

　【事業対象】

・ＬＰガス使用世帯に対する値引き原資　等（補助率10/10）

補助率10/10

 【積算根拠】

〇値引き原資　1世帯当たり1,000円×439,000世帯＝439,000千円

〇事務費　116,630千円

④県内全ＬＰガス使用世帯（約439,000世帯）

④消費下支え等を

通じた生活者支援
R8.7 R9.3 555,630

県内全LPガス使用世帯に対して支援

を実施

・世帯数：439.000件

ホームページ等 LPガス

13
農業用水利施設省エネルギー化

推進事業

①物価高騰の影響を受ける農業者の負担軽減、地域農業の維持・食料安全保障の確保につ

なげるため、農業用水利施設管理者が管理する農業水利施設に係る電気料金等高騰分の一

部を支援する

②農業用水利施設管理者が管理する農業水利施設の電気料金等高騰分の一部

③総事業費

　10,570千円（昨年度実績）×1.23（Ａ重油高騰費）＝13,000千円

　県補助費

　2,440千円（昨年度実績）×1.23（A重油高騰率）＝3,000千円

④交付対象者：市町村、土地改良区、水利組合等

　対象施設：農業用水利施設管理者（市町村、土地改良区、水利組合等）が管理する農業

水利施設

⑧農林水産業にお

ける物価高騰対策

支援

R8.6 R8.9 13,000

熊本県内全ての農業用水利施設管理者

の運営の維持（45市町村、73土地改

良区等）

ホームページ等 農林水産・食品分野

14
農業用水利施設電気料金高騰対

策事業

①物価高騰の影響を受ける農業者の負担軽減、持続可能な土地改良区運営を実現し、地域

農業の維持・食料安全保障の確保につなげるため、土地改良区が管理する農業水利施設に

係る電気料金等高騰分の一部を支援

②土地改良区が管理する農業水利施設の電気料金等高騰分の一部

③4,879千円（昨年度実績）×1.23（A重油高騰率）＝6,000千円

④交付対象者：土地改良区

　対象施設：土地改良区が管理する農業水利施設

⑧農林水産業にお

ける物価高騰対策

支援

R8.6 R8.9 6,000
熊本県内全ての土地改良区(73)運営の

維持
ホームページ等 農林水産・食品分野

11 R9.3R8.9

⑪推奨事業メ

ニュー例よりも更

に効果があると判

断する地方単独事

業

①エネルギー価格高騰の影響を受ける特別高圧受電契約事業者及びLPガス利用事業者に対し、県が支

援を実施することで、エネルギー価格高騰の影響を緩和し、急激な事業環境への対応を支援する。

②補助金

③④

【特別高圧】

県内の特別高圧受電契約事業者を対象に、毎月の使用量に対し以下の支援単価を乗じた額を支援。

令和8年7月、9月使用分：0.9円/kwh

281,667,229kwh×0.9円×2カ月≒507.002千円

令和8年8月使用分：1.2円/kwh

281,667,229kwh×1.2円×1カ月≒338,001千円

※補助上限を設定し、支援額を448,782千円に抑制

【LPガス】

県内のLPガス利用事業者を対象に、１事業所あたり2,000円を支援。

※ただし、高圧ガス保安法に基づく貯蔵施設（3t以上）の届出を行う事業者は、毎月の使用量に以下の

支援単価を乗じた額を支援。

(LPガス定額支援)

補助額2,000円×第4弾交付見込件数(26,033件)=52,066千円

協会事務費24,867千円

(LPガス従量支援)

令和8年7月～9月使用分：0.4円/㎥

899,587㎥×0.4円×3カ月≒1,080千円

支援総額　526,795千円

エネルギー価格高騰対策緊急支

援事業
特別高圧ホームページ等

特別高圧対象事業者約50件及びLPガ

ス対象事業者約２万６千件への支援
526,795


